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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び

雇用保険法の一部を改正する法律（令和三年法律第五十八号）第一条による改正

後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

の規定（施行：令和四年四月一日） 

 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平 

成三年法律第七十六号）（抄） 

 

 （育児休業の申出） 

第五条 労働者は、その養育する一歳に満たない子について、その事業主に申し

出ることにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用

される者にあっては、次の各号のいずれにも該当するものその養育する子が

一歳六か月に達する日までに、その労働契約（労働契約が更新される場合に

あっては、更新後のもの。第三項及び第十一条第一項において同じ。）が満了

することが明らかでない者に限り、当該申出をすることができる。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年以上である者 

二 その養育する子が一歳六か月に達する日までに、その労働契約（労働契

約が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了することが明らか

でない者 

２ （略） 

３ 労働者は、その養育する一歳から一歳六か月に達するまでの子について、次

の各号のいずれにも該当する場合に限り、その事業主に申し出ることにより、

育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用される者であって

その配偶者が当該子が一歳に達する日（以下「一歳到達日」という。）におい

て育児休業をしているものにあっては、第一項各号のいずれにも該当するも

の当該子が一歳六か月に達する日までに、その労働契約が満了することが明

らかでない者に限り、当該申出をすることができる。 

一 当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の一

歳到達日において育児休業をしている場合 

二 当該子の一歳到達日後の期間について休業することが雇用の継続のため

に特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該当する

場合 

４ 労働者は、その養育する一歳六か月から二歳に達するまでの子について、次

の各号のいずれにも該当する場合に限り、その事業主に申し出ることにより、

育児休業をすることができる。 

一 当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の一
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歳六か月に達する日（次号及び第六項において「一歳六か月到達日」とい

う。）において育児休業をしている場合 

二 当該子の一歳六か月到達日後の期間について休業することが雇用の継続

のために特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該

当する場合 

５ 第一項ただし書の規定は、前項の申出について準用する。この場合において、

第一項第二号第一項ただし書中「一歳六か月」とあるのは、「二歳」と読み替

えるものとする。 

６・７ （略） 

 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第二十一条 事業主は、労働者が当該事業主に対し、当該労働者又はその配偶者

が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずるものとして厚生労働省令で

定める事実を申し出たときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該労

働者に対して、育児休業に関する制度その他の厚生労働省令で定める事項を

知らせるとともに、育児休業申出に係る当該労働者の意向を確認するための

面談その他の厚生労働省令で定める措置を講じなければならない。 

２ 事業主は、労働者が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該労

働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（雇用環境の整備及び雇用管理等に関する措置） 

第二十二条 事業主は、育児休業申出が円滑に行われるようにするため、次の各

号のいずれかの措置を講じなければならない。 

一 その雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施 

二 育児休業に関する相談体制の整備 

三 その他厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用環境の整備に関する措

置 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び

雇用保険法の一部を改正する法律（令和三年法律第五十八号）第一条及び第二条

による改正後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律の規定（施行：公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日） 

 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平 

成三年法律第七十六号）（抄） 

 

（育児休業の申出） 

第五条 労働者は、その養育する一歳に満たない子について、その事業主に申し

出ることにより、育児休業（第九条の二第一項に規定する出生時育児休業を

除く。以下この条から第九条までにおいて同じ。）をすることができる。ただ

し、期間を定めて雇用される者にあっては、その養育する子が一歳六か月に

達する日までに、その労働契約（労働契約が更新される場合にあっては、更

新後のもの。第三項、第九条の二第一項及び第十一条第一項において同じ。）

が満了することが明らかでない者に限り、当該申出をすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、労働者は、その養育する子が一歳に達する日（以

下「一歳到達日」という。）までの期間（当該子を養育していない期間を除

く。）内に二回の育児休業（第七項に規定する育児休業申出によりする育児

休業を除く。）をした場合には、当該子については、厚生労働省令で定める特

別の事情がある場合を除き、前項の規定による申出をすることができない。 

３ 労働者は、その養育する一歳から一歳六か月に達するまでの子について、次

の各号のいずれにも該当する場合に限り場合（厚生労働省令で定める特別の

事情がある場合には、第二号に該当する場合）に限り、その事業主に申し出

ることにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用さ

れる者であってその配偶者が当該子が一歳に達する日（以下「一歳到達日」

という。）において育児休業をしているもの（当該子の一歳到達日において

育児休業をしている者であって、その翌日を第六項に規定する育児休業開始

予定日とする申出をするものを除く。）にあっては、当該子が一歳六か月に

達する日までに、その労働契約が満了することが明らかでない者に限り、当

該申出をすることができる。 

一 当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の一

歳到達日において育児休業をしている場合 

二 当該子の一歳到達日後の期間について休業することが雇用の継続のため

に特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該当する
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場合 

三 当該子の一歳到達日後の期間において、この項の規定による申出により

育児休業をしたことがない場合 

４ 労働者は、その養育する一歳六か月から二歳に達するまでの子について、次

の各号のいずれにも該当する場合に限り（前項の厚生労働省令で定める特別

の事情がある場合には、第二号に該当する場合）に限り、その事業主に申し

出ることにより、育児休業をすることができる。 

一 当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の一

歳六か月に達する日（次号及び第六項において以下「一歳六か月到達日」

という。）において育児休業をしている場合 

二 当該子の一歳六か月到達日後の期間について休業することが雇用の継続

のために特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該

当する場合 

三 当該子の一歳六か月到達日後の期間において、この項の規定による申出

により育児休業をしたことがない場合 

５ 第一項ただし書の規定は、前項の規定による申出について準用する。この場

合において、第一項ただし書中「一歳六か月」とあるのは、「二歳」と読み替

えるものとする。 

６ 第一項、第三項及び第四項の規定による申出（以下「育児休業申出」という。）

は、厚生労働省令で定めるところにより、その期間中は育児休業をすること

とする一の期間について、その初日（以下「育児休業開始予定日」という。）

及び末日（以下「育児休業終了予定日」という。）とする日を明らかにして、

しなければならない。この場合において、第三項の規定による申出にあって

は当該申出に係る子の一歳到達日の翌日を、第四項の規定による申出にあっ

ては当該申出に係る子の一歳六か月到達日の翌日を、それぞれ次の各号に掲

げる申出にあっては、第三項の厚生労働省令で定める特別の事情がある場合

を除き、当該各号に定める日を育児休業開始予定日としなければならない。 

一 第三項の規定による申出 当該申出に係る子の一歳到達日の翌日（当該

申出をする労働者の配偶者が同項の規定による申出により育児休業をする

場合には、当該育児休業に係る育児休業終了予定日の翌日以前の日） 

二 第四項の規定による申出 当該申出に係る子の一歳六か月到達日の翌日

（当該申出をする労働者の配偶者が同項の規定による申出により育児休業

をする場合には、当該育児休業に係る育児休業終了予定日の翌日以前の日） 

７ 第一項ただし書、第二項、第三項ただし書第三項（第一号及び第二号を除

く。）、第四項（第一号及び第二号を除く。）、第五項及び前項後段の規定は、

期間を定めて雇用される者であって、その締結する労働契約の期間の末日を
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育児休業終了予定日（第七条第三項の規定により当該育児休業終了予定日が

変更された場合にあっては、その変更後の育児休業終了予定日とされた日）

とする育児休業をしているものが、当該育児休業に係る子について、当該労

働契約の更新に伴い、当該更新後の労働契約の期間の初日を育児休業開始予

定日とする育児休業申出をする場合には、これを適用しない。 

 

（出生時育児休業の申出） 

第九条の二 労働者は、その養育する子について、その事業主に申し出ることに

より、出生時育児休業（育児休業のうち、この条から第九条の五までに定め

るところにより、子の出生の日から起算して八週間を経過する日の翌日まで

（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては当該出生の日から当該出

産予定日から起算して八週間を経過する日の翌日までとし、出産予定日後に

当該子が出生した場合にあっては当該出産予定日から当該出生の日から起算

して八週間を経過する日の翌日までとする。次項第一号において同じ。）の

期間内に四週間以内の期間を定めてする休業をいう。以下同じ。）をするこ

とができる。ただし、期間を定めて雇用される者にあっては、その養育する

子の出生の日（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては、当該出産

予定日）から起算して八週間を経過する日の翌日から六月を経過する日まで

に、その労働契約が満了することが明らかでない者に限り、当該申出をする

ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、労働者は、その養育する子について次の各号のい

ずれかに該当する場合には、当該子については、同項の規定による申出をす

ることができない。 

一 当該子の出生の日から起算して八週間を経過する日の翌日までの期間

（当該子を養育していない期間を除く。）内に二回の出生時育児休業（第

四項に規定する出生時育児休業申出によりする出生時育児休業を除く。）

をした場合 

二 当該子の出生の日（出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては、

当該出産予定日）以後に出生時育児休業をする日数（出生時育児休業を開

始する日から出生時育児休業を終了する日までの日数とする。第九条の五

第六項第三号において同じ。）が二十八日に達している場合 

３ 第一項の規定による申出（以下「出生時育児休業申出」という。）は、厚生

労働省令で定めるところにより、その期間中は出生時育児休業をすることと

する一の期間について、その初日（以下「出生時育児休業開始予定日」とい

う。）及び末日（以下「出生時育児休業終了予定日」という。）とする日を明

らかにして、しなければならない。 
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４ 第一項ただし書及び第二項（第二号を除く。）の規定は、期間を定めて雇用

される者であって、その締結する労働契約の期間の末日を出生時育児休業終

了予定日（第九条の四において準用する第七条第三項の規定により当該出生

時育児休業終了予定日が変更された場合にあっては、その変更後の出生時育

児休業終了予定日とされた日）とする出生時育児休業をしているものが、当

該出生時育児休業に係る子について、当該労働契約の更新に伴い、当該更新

後の労働契約の期間の初日を出生時育児休業開始予定日とする出生時育児休

業申出をする場合には、これを適用しない。 

 

（出生時育児休業申出があった場合における事業主の義務等） 

第九条の三 事業主は、労働者からの出生時育児休業申出があったときは、当該

出生時育児休業申出を拒むことができない。ただし、労働者からその養育す

る子について出生時育児休業申出がなされた後に、当該労働者から当該出生

時育児休業申出をした日に養育していた子について新たに出生時育児休業申

出がなされた場合は、この限りでない。 

２ 第六条第一項ただし書及び第二項の規定は、労働者からの出生時育児休業

申出があった場合について準用する。この場合において、同項中「前項ただ

し書」とあるのは「第九条の三第一項ただし書及び同条第二項において準用

する前項ただし書」と、「前条第一項、第三項及び第四項」とあるのは「第九

条の二第一項」と読み替えるものとする。 

３ 事業主は、労働者からの出生時育児休業申出があった場合において、当該出

生時育児休業申出に係る出生時育児休業開始予定日とされた日が当該出生時

育児休業申出があった日の翌日から起算して二週間を経過する日（以下この

項において「二週間経過日」という。）前の日であるときは、厚生労働省令で

定めるところにより、当該出生時育児休業開始予定日とされた日から当該二

週間経過日（当該出生時育児休業申出があった日までに、第六条第三項の厚

生労働省令で定める事由が生じた場合にあっては、当該二週間経過日前の日

で厚生労働省令で定める日）までの間のいずれかの日を当該出生時育児休業

開始予定日として指定することができる。 

４ 事業主と労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合

があるときはその労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働組

合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次

に掲げる事項を定めた場合における前項の規定の適用については、同項中「二

週間を経過する日（以下この項において「二週間経過日」という。）」とある

のは「次項第二号に掲げる期間を経過する日」と、「当該二週間経過日」とあ

るのは「同号に掲げる期間を経過する日」とする。 
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一 出生時育児休業申出が円滑に行われるようにするための雇用環境の整備

その他の厚生労働省令で定める措置の内容 

二 事業主が出生時育児休業申出に係る出生時育児休業開始予定日を指定す

ることができる出生時育児休業申出があった日の翌日から出生時育児休業

開始予定日とされた日までの期間（二週間を超え一月以内の期間に限る。） 

５ 第一項ただし書及び前三項の規定は、労働者が前条第四項に規定する出生

時育児休業申出をする場合には、これを適用しない。 

 

（準用） 

第九条の四 第七条並びに第八条第一項、第二項及び第四項の規定は、出生時育

児休業申出並びに出生時育児休業開始予定日及び出生時育児休業終了予定日

について準用する。この場合において、第七条第一項中「（前条第三項」とあ

るのは「（第九条の三第三項（同条第四項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）」と、同条第二項中「一月」とあるのは「二週間」と、「前条

第三項」とあるのは「第九条の三第三項（同条第四項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）」と、第八条第一項中「第六条第三項又は前条第二

項」とあるのは「第九条の三第三項（同条第四項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）又は第九条の四において準用する前条第二項」と、「同

条第一項」とあるのは「第九条の四において準用する前条第一項」と、同条第

二項中「同条第二項」とあるのは「第九条の二第二項」と読み替えるものとす

る。 

 

（出生時育児休業期間等） 

第九条の五 出生時育児休業申出をした労働者がその期間中は出生時育児休業

をすることができる期間（以下「出生時育児休業期間」という。）は、出生時

育児休業開始予定日とされた日（第九条の三第三項（同条第四項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）又は前条において準用する第七条第二

項の規定による事業主の指定があった場合にあっては当該事業主の指定した

日、前条において準用する第七条第一項の規定により出生時育児休業開始予

定日が変更された場合にあってはその変更後の出生時育児休業開始予定日と

された日。以下この条において同じ。）から出生時育児休業終了予定日とさ

れた日（前条において準用する第七条第三項の規定により当該出生時育児休

業終了予定日が変更された場合にあっては、その変更後の出生時育児休業終

了予定日とされた日。第六項において同じ。）までの間とする。 

２ 出生時育児休業申出をした労働者（事業主と当該労働者が雇用される事業

所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、その事
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業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過半数

を代表する者との書面による協定で、出生時育児休業期間中に就業させるこ

とができるものとして定められた労働者に該当するものに限る。）は、当該

出生時育児休業申出に係る出生時育児休業開始予定日とされた日の前日まで

の間、事業主に対し、当該出生時育児休業申出に係る出生時育児休業期間に

おいて就業することができる日その他の厚生労働省令で定める事項（以下こ

の条において「就業可能日等」という。）を申し出ることができる。 

３ 前項の規定による申出をした労働者は、当該申出に係る出生時育児休業開

始予定日とされた日の前日までは、その事業主に申し出ることにより当該申

出に係る就業可能日等を変更し、又は当該申出を撤回することができる。 

４ 事業主は、労働者から第二項の規定による申出（前項の規定による変更の申

出を含む。）があった場合には、当該申出に係る就業可能日等（前項の規定に

より就業可能日等が変更された場合にあっては、その変更後の就業可能日等）

の範囲内で日時を提示し、厚生労働省令で定めるところにより、当該申出に

係る出生時育児休業開始予定日とされた日の前日までに当該労働者の同意を

得た場合に限り、厚生労働省令で定める範囲内で、当該労働者を当該日時に

就業させることができる。 

５ 前項の同意をした労働者は、当該同意の全部又は一部を撤回することがで

きる。ただし、第二項の規定による申出に係る出生時育児休業開始予定日と

された日以後においては、厚生労働省令で定める特別の事情がある場合に限

る。 

６ 次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、出生時育児休業期間

は、第一項の規定にかかわらず、当該事情が生じた日（第四号に掲げる事情

が生じた場合にあっては、その前日）に終了する。 

一 出生時育児休業終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の

労働者が出生時育児休業申出に係る子を養育しないこととなった事由とし

て厚生労働省令で定める事由が生じたこと。 

二 出生時育児休業終了予定日とされた日の前日までに、出生時育児休業申

出に係る子の出生の日の翌日（出産予定日前に当該子が出生した場合にあ

っては、当該出産予定日の翌日）から起算して八週間を経過したこと。 

三 出生時育児休業終了予定日とされた日の前日までに、出生時育児休業申

出に係る子の出生の日（出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては、

当該出産予定日）以後に出生時育児休業をする日数が二十八日に達したこ

と。 

四 出生時育児休業終了予定日とされた日までに、出生時育児休業申出をし

た労働者について、労働基準法第六十五条第一項若しくは第二項の規定に
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より休業する期間、育児休業期間、第十五条第一項に規定する介護休業期

間又は新たな出生時育児休業期間が始まったこと。 

７ 第八条第四項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が生

じた場合について準用する。 

 

（不利益取扱いの禁止） 

第十条 事業主は、労働者が育児休業申出をし、又は育児休業申出等（育児休業

申出及び出生時育児休業申出をいう。以下同じ。）をし、若しくは育児休業を

したこと又は第九条の五第二項の規定による申出若しくは同条第四項の同意

をしなかったことその他の同条第二項から第五項までの規定に関する事由で

あって厚生労働省令で定めるものを理由として、当該労働者に対して解雇そ

の他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

 

 


